
（平成２１年２月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認青森地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                               

  

青森厚生年金 事案 127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、Ａ社における申立期間に係る資格

喪失日（昭和 46 年 11 月 15 日）及び資格取得日（昭和 47 年６月１日）

を取消し、申立期間の標準報酬月額を８万円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月 15 日から 47 年６月１日まで 

Ａ社の昭和 46 年２月 15 日から 54 年７月１日までの厚生年金保険の

加入期間について照会したところ、申立期間については、厚生年金保

険に加入していたことが確認できなかった。 

私は、昭和46年２月15日にＡ社に入社してから54年６月末日まで、

一度も退社することなく勤めており、勤務形態の変更もなかった。 

関連する書類が無く、記憶だけだが、当該期間について厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、申立人は、Ａ社において昭和 46 年２

月15日に厚生年金保険の資格を取得し、同年11月 15日に資格を喪失後、

47 年６月１日に同社において再度資格を取得しており、46 年 11 月から

47 年５月までの申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

しかし、当時の経理担当者を含む同僚５名の証言から、申立人が申立期

間において同事業所に継続して勤務していたことが認められる。また、当

時の経理担当者は、「申立人が途中で退職したり、申立人に係る社会保険

の資格を喪失させた記憶は無い。」と証言しており、これら複数の同僚は、

いずれも申立期間において厚生年金保険の記録が継続している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



                               

  

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事

務所の記録から、８万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、

Ａ社を吸収合併したＢ社（現在のＣ社）では、「合併前の資料等を保存し

ていないことから不明である。」としているものの、社会保険事務所で得

喪の記録が管理されており、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪

失届及び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所が

これを記録する特段の事情もうかがわれないことから、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る昭和 46 年 11 月分から 47 年５月分までの保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                               

  

青森厚生年金 事案 128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年５月１日から 39 年５月 30 日まで 

    Ａ社に勤務していた昭和 34 年５月１日から 39 年５月 30 日までの厚

生年金保険の加入期間について照会したところ、40 年２月 20 日に脱退

手当金が支給されているとの回答をもらった。 

それまで、脱退手当金という制度さえ知らなかったし、脱退手当金

を請求し受け取った記憶も全く無いので、申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、同事業所に在職中の昭和 38 年 10 月２日に婚姻し、同年 11

月６日に氏名変更の届出がなされたことが、社会保険事務所が管理する厚

生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿により確認できる。 

しかし、社会保険事務所が管理する健康保険厚生年金保険事業所別被保

険者名簿（昭和 37 年６月以前に記録を管理するために使用されていたも

の、以下「被保険者名簿」という。）及び被保険者原票（同年６月以降

に記録を管理するために使用されていたもの）により申立人の記録を確

認すると、旧姓のまま管理されている被保険者名簿には、脱退手当金を

支給したことを表す「脱」表示が確認できるものの、氏名変更処理がさ

れている被保険者原票には「脱」表示が無い。 

また、申立人と同じ事業所の被保険者名簿において、申立人と同様に脱

退手当金を支給したことを表す「脱」表示がある者の中には、社会保険

庁が管理するオンライン記録における脱退手当金の支給記録が無い者が



                               

  

確認できる上、「脱」表示が無い者の中には、社会保険庁が管理するオ

ンライン記録における脱退手当金の支給記録がある者が確認できるが、

その理由は不明であり、脱退手当金の支給に係る記録の管理が適正に行

われていなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険資格

喪失日から９か月後の昭和40年２月20日に支給決定されたこととなって

おり、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

青森国民年金 事案 297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年12月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成元年 12 月から３年３月まで 

私は、仕事の都合で国民年金への加入手続は遅れたが、平成３年４

月から同年８月の期間の土曜日にＡ市Ｂ区役所でさかのぼった保険料

を納付した。Ｂ区役所には数回行った記憶がある。未納であることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当委員会が事実確認を行う過程において、当初申立人は、「平成元年 12

月にＣ社と社員契約から独立して請負契約（個人事業主）へ契約変更した

時に、自ら国民年金への加入手続を行った。」としていたが、申立人の国

民年金手帳記号番号は平成３年５月 30 日に払い出されている旨伝えたと

ころ、「業務の都合で国民年金への加入手続が遅れた。」と主張を変遷して

いる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、「平成３

年４月から同年８月までの期間の土曜日にＡ市Ｂ区役所で納付した。納付

書の発行手続について、はっきりしないがおそらく区役所と思う。」と証

言しているが、Ａ市Ｂ区役所から「申立期間当時、窓口に過年度納付の納

付書は備え付けておらず、過年度納付の収納事務も行っていなかった。」

との回答があるほか、申立人は、保険料の納付金額等についての記憶が明

確で無く、申立人が申立期間について過年度納付を行った形跡も見られな

い。 

さらに、申立人は、「加入手続した際に現在所持している国民年金手帳

を受け取った。それ以外に国民年金手帳は受け取っていない。」と証言し



                      

  

ており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

青森厚生年金 事案 129 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立人の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①昭和 28 年３月 17 日から 29 年１月 25 日まで 

             ②昭和 29 年 12 月１日から 32 年 12 月 31 日まで 

    当時の同僚Ａ、Ｂと一緒に働き、Ｃ療養所で保険証を使って盲腸の手

術も受けた。勤務した時の写真を添付するので、厚生年金保険の被保険

者期間として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間①については同僚の証言等によりＤ社Ｅ出張所で、申

立期間②については同僚の証言及び写真により同社Ｆ出張所で働いていた

ことを推認することはできるが、申立人が事業主により厚生年金保険料を

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等が無い。 

   また、Ｄ社Ｇ支店に申立人に係る厚生年金保険の適用について照会した

ところ、「これらの事実を確認できる資料は残っていないので不明。」と

している。 

   さらに、Ｄ社Ｈ営業所に係る昭和 21 年５月 10 日から 35 年８月までの期

間における厚生年金保険事業所別被保険者名簿、Ｄ社Ｅ出張所に係る 28

年４月 21 日から 29 年６月１日までの期間における健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿、及びＤ社Ｉ支店に係る 22 年１月１日から 34 年２

月までの期間における健康保険労働者年金保険被保険者名簿を確認したが、

資格取得済期間を除いて、申立人に該当する者は見当たらない。 

   加えて、事業主がＤ社Ｆ出張所（昭和 31 年８月１日現在）及び同社Ｊ出

張所（31 年８月１日及び 32 年 10 月１日から 33 年９月 30 日まで）につい

て作成した厚生年金保険被保険者標準報酬等級決定通知書にも申立人の氏

名は見当たらない。  



 

  

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情も無い。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



 

  

青森厚生年金 事案 130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 52 年８月 16 日から 53 年４月１日まで 

Ａ県立Ｂ校に勤務した昭和 52 年８月 16 日から 53 年４月１日までの

厚生年金保険の加入期間について照会申出書を社会保険事務所に提出

したところ、加入記録が見当たらないとの回答をもらった。 

Ａ県教育委員会発行の人事異動通知書と写真付色紙を添付するので、

当該申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ｂ校が保管している申立人の履歴書及び申立人が

保管している人事異動通知書により、申立人が申立期間においてＢ校に

勤務していたことは確認することができるが、申立人が厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等

の関連資料は無い。 

また、社会保険庁が管理するＢ校の職歴審査照会回答票を見ると、申

立人の名前が確認できないほか、申立期間に係る健康保険の整理番号に

欠番が２件及び重複が１件見られたが、すべて別人であることが確認で

きる。 

さらに、申立人が記憶している臨時職員の同僚１名について、社会保

険庁の被保険者記録照会回答票を見ると、申立期間において厚生年金保

険被保険者加入記録が見当たらない。 

加えて、申立期間について、すべて国民年金保険料が納付されている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



 

  

青森厚生年金 事案 131 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①昭和 42 年５月 20 日から同年６月２日まで 

             ②昭和 42 年７月 23 日から同年 10 月１日まで 

             ③昭和 42 年 11 月 21 日から同年 12 月 27 日まで 

    昭和 42 年５月 20 日から同年 12 月 27 日までＡ社に在籍しており、毎

月給料から社会保険料として引かれていたはずであるのに、社会保険事

務所から 42 年６月２日から同年７月 23 日（１か月間）、同年 10 月１

日から同年 11 月 21 日（１か月間）の合計２か月間しか確認できない旨

の回答をもらった。臨時工員は２か月以内の雇用形態ということは一切

聞いておらず就労期間中は厚生年金保険を掛ける約束で働いていた。給

与明細書は所持していないが、申立期間を厚生年金保険の加入期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ社に勤務していたことは、一緒に勤めていた同僚などの証言

から推認することができるが、事業主により給与から厚生年金保険料を控

除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の関連資料が無

い。 

また、Ａ社からは、「当時の事務担当者は既に他界しており、詳細は不

明であるものの、雇用形態は臨時工員であったらしい。」旨の回答がある

ほか、事業主が保管している健康保険厚生年金保険被保険者台帳により厚

生年金保険資格取得は昭和 42 年６月２日、同年７月 23 日に喪失、及び同

年 10 月１日に資格取得し、同年 11 月 21 日に喪失となっており、社会保

険庁が管理する健康保険厚生年金保険被保険者原票と一致している。 



 

  

さらに、同僚によると「自分は一貫してＢ作業に従事し、厚生年金保険

に継続して加入していた。」としているが、申立人は、「５月から８月こ

ろまで、Ｃ作業、９月及び 10 月まではＤ作業、11 月及び 12 月にはＥ作業

をしていた。」と証言している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはでき

ない。 



 

  

青森厚生年金 事案 132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 48 年９月 29 日から 51 年 12 月まで 

             ② 昭和 58 年 11 月 30 日から平成４年３月まで 

             ③ 平成４年４月から 13 年 12 月まで 

    Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社に勤務した期間について、厚生年金保険被

保険者期間を照会した結果、Ｂ社における被保険者記録は勤務実態に沿

って確認できたものの、Ａ社、Ｃ社で勤務した期間の大半、及びＤ社で

勤務したすべての期間において、厚生年金保険に加入した事実は確認で

きないとの回答を受けた。 

当時、厚生年金保険料を給与から控除されていたことは間違いない

ので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①について、雇用保険の加入記録から、Ａ社に勤務していた

ことは確認できるが、社会保険事務所の事業所別被保険者名簿を見ると、

昭和 48 年９月 29 日付けで当該事業所が厚生年金保険の適用事業所から

全喪の手続を行い、被保険者全員が資格を喪失していることが確認でき

る。 

また、申立人は当該事業所の顧問であったと主張しており、当時、全

喪の手続をしたことを認識していなかったとは考え難い。 

  申立期間②について、雇用保険の加入記録は昭和 58 年 10 月１日から

同年 12 月 29 日までとなっている上、Ｃ社社長及び同僚からは、申立人

が当該事業所に勤務していたという証言を得ることはできなかった。 

また、社会保険事務所が管理する当該事業所の健康保険厚生年金保険



 

  

事業所別被保険者名簿において、昭和 58 年２月 25 日から平成４年 11 月

２日までの延べ 40 名の記録を確認したが、健康保険の整理記号番号に欠

番は無く、申立人の整理記号番号より後の番号を持つ 34 名の中にも申立

人の氏名は無い。 

  申立期間③について、雇用保険の被保険者記録が確認できない上、Ｄ

社役員及び同僚からは、申立人が当該事業所に勤務していたという証言

を得ることはできなかった。 

また、Ｄ社が当時加入していた健康保険組合からは、申立期間に申立

人が加入した記録は無いと回答を受けている上、国民健康保険の加入記

録を見ると、平成６年７月 10 日から 11 年５月１日までＥ県Ｆ区で被保

険者となっていることが確認できる。 

 すべての申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の

資料が無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

  これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

  

青森厚生年金 事案 133 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年２月１日から同年４月 11 日まで 

             ② 昭和 45 年６月９日から 46 年１月 31 日まで 

             ③ 昭和 46 年４月１日から同年５月 21 日まで 

    昭和 45 年２月に夫と一緒に季節従業員としてＡ社Ｂ工場に入社し、

同年４月まで勤務した。昭和 45 年６月にＡ社Ｃ工場に再雇用されてか

らは寮の管理人として勤務していた。Ａ社Ｂ工場及びＣ工場に勤務して

いたのであり、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを

認めていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険被保険者の記録及び上司等の証言から、申立人が申立期間にお

いてＡ社Ｂ工場及びＣ工場に勤務していたことは推認することができるも

のの、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料が無い。 

また、事業主は、申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記

録は確認できないとしているほか、申立期間②及び③に勤務していたＣ工

場の当時の総務担当者は、「当時の季節従業員（又は期間従業員）は、厚

生年金保険への加入を希望しない者が多かった。」と証言している上、Ａ

社Ｂ工場の現在の総務担当者は、「出稼ぎの季節従業員の場合は、過去の

事例を調べると、就労期間が２か月であれば雇用保険に入れていなかった

ようだ。」としている。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険事業所

別被保険者名簿について、昭和 44 年９月 16 日から 45 年６月 11 日までの



 

  

延べ 380 人及び 46 年３月８日から同年５月 20 日までの延べ 173 人、並び

に社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ工場の被保険者原票について、45 年

５月 15 日から 46 年２月 16 日までの延べ 735 人の記録を確認したが、健

康保険の整理記号番号に欠番は無く、申立人の氏名も見当たらない。 

加えて、健康保険証について、申立人及びその夫は、申立期間について、

申立人名義の健康保険証を持ったことはなかったとしている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

  

青森厚生年金 事案 134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月から 46 年 11 月まで 

    昭和 43 年 10 月から２年くらいＡ社Ｂ支店で勤め、その後Ｃ支店に勤

めた。平均７万円から８万円の給与の中から、所得税や住民税、労働保

険料とともに社会保険料も控除されていたが厚生年金保険の加入期間と

なっていない。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認

めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚３名及び元上司１名の証言により、申立人がＡ社に販売

員として勤務していたことは推認することができるが、申立人が事業主

により給与から厚生年金保険料を控除されていた事実を確認できる給与

明細書等の資料が無い。 

また、Ａ社Ｄ支社は昭和 45 年 11 月１日から新規適用事業所となって

いるが、社会保険事務所が管理する健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の整理番号に欠番は無く、Ｄ支社が適用事業所となる以前に事務処理を

行っていたＥ支社の被保険者名簿にも申立人の記録は無い。 

さらに、事業を継承している現在のＡ社の担当者から、「申立期間に

係る従業員名簿台帳に申立人の氏名は確認できない。」と回答があるほ

か、「販売員は職種が多岐に分かれ、①社会保険付きの社員、②社会保

険付きでも営業成績により基本給が変動する社員、③研修期間として１

年から２年後に厚生年金保険へ加入させた社員、④営業成績により基本

給が変動し歩合給で社会保険には未加入の個人事業主的な社員があっ

た。」と回答を得ている上、申立人が記憶していた同僚５名のうち２名

は厚生年金保険の被保険者記録が無く、加入記録のある同僚から「私は、



 

  

内勤であった。」また、「販売員の給与は歩合制で厚生年金保険に加入

していなかったと思う。」との証言もあることから、必ずしも全員を厚

生年金保険に加入させていなかったものと推認される。 

加えて、雇用保険被保険者台帳においても、申立期間における申立人

の加入記録は確認できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

青森厚生年金 事案 135 

 

第１  委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生  年 月 日  ：  昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年 10 月から 63 年２月 20 日まで 

    私は､Ａ社に３回行っているが３回目の期間の分だけ厚生年金保険に

加入していないのは納得いかないので、厚生年金保険の加入期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

また、Ａ社に申立期間における申立人の勤務実態、厚生年金保険の適

用及び厚生年金保険料の控除の状況を照会したところ、「申立期間１か

月ごとに全職員分を調査しても確認できなかった。」としている。 

   さらに、申立人が３回一緒に働いたとしている同僚については、申立人

が姓だけしか記憶していないため、Ａ社では、「１万 5,000 人の中から同

じ姓のみでは個人を特定することはできない。」としている上、社会保険

庁の職歴審査照会回答票でも同僚の特定は困難であることから、同僚の証

言を得ることはできない。 

   加えて、Ａ社Ｂ工場における申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記

録も確認できない。 

   その上、申立期間については、申立人が国民年金及び国民健康保険に加

入していることが確認できる。 

   このほか申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立て内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


